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１．はじめに 
 今日まで、高大連携は模擬授業やオープン

キャンパスなど様々な形で実施されてきた。

近年、教育制度の改正や高等学校学習指導要

領の一部変更が行われ、専門高校等における

職業教育の推進や、高等学校教育と大学教育

の接続の円滑化などが定められた。 
 また、日本ビジネス実務学会においてビジ

ネス実務教育の定義や研究が行われ、一般財

団法人全国大学実務教育協会においてもビジ

ネス実務関係教育課程ガイドライン等により

ビジネス実務教育が推進されてきた。 
 このような背景のもと、ビジネス実務教育

の原点をふり返り、新学習指導要領による高

等学校商業の教育課程と本県における商業教

育の現状を示し、高等学校商業の教育課程と

ビジネス実務のモデル・コアカリキュラムの

比較検討および、高等学校商業と本学秘書科

の教育課程の比較検討を行い、ビジネス実務

教育における高大連携のあり方を考察する。 
 
２．高等学校の商業教育 
 2008 年に高等学校学習指導要領の一部変

更がおこなわれ、商業科の指導要領の科目に

「ビジネス実務」が設定された。目標を「ビ

ジネス実務に関する知識と技術を習得させ、

ビジネスにおけるコミュニケーションの意義

や業務の合理化の重要性について理解させる

とともに、ビジネスの諸活動を円滑に行う能

力と態度を育てる。」とし、日本ビジネス実

務学会のビジネス実務能力育成のための教育

内容との関係が大きいことが明らかとなった。 

 また、香川県の商業科の 2009 年度の現状

は、在籍状況では県内高校在籍数における商

業科の割合は 7.4％で全国平均の 6.7％を上

回っており、また、商業科の大学等進学率は

３割後半で全国平均の２割台を大きく上回っ

ているという実態から、商業教育における高

等学校と高等教育機関との学習内容の円滑な

連携・接続が必要であると考える。 
 
３．高等学校商業とビジネス実務教育の教育

課程の比較 
 ビジネス実務教育のカリキュラムについて

は、一般財団法人全国大学実務教育協会にお

いて、ビジネス実務関係教育課程ガイドライ

ンにより、ビジネス実務総論、ビジネス実務

演習、及び、関連分野として、ビジネス実務、

ビジネスマネジメント、ビジネスと情報、ビ

ジネスと現代社会の内容が定められている。 
 また、2011 年 3 月に報告された「短期大

学における今後の役割・機能に関する調査研

究成果報告書」の「ビジネス実務の専門能力

の育成とモデル・コアカリキュラム」におい

て、「①業務遂行能力」、「②チームで働く

力」、「③顧客対応力」、「④ビジネスマイ

ンド」、「⑤ビジネス・ファンダメンタルズ」

の 5 つの基本能力をもとにしたコアカリキュ

ラムが示された。 
 これらを元に、高等学校の商業におけるビ

ジネス教育と大学におけるビジネス実務教育

との関連を、学習指導要領（商業）とビジネ

ス実務のモデル・コアカリキュラムの関連図

（図１）で表した。図１より、学習指導要領

（商業）の内容が、ビジネス実務のモデル・



コアカリキュラムの５つの能力分野の全てと

関連していることが分かる。しかし、前述の

①～④の４つの能力分野との結びつきは少な

く、⑤の能力分野との結びつきが多い。 
 また、⑤の中でも経理の知識、情報倫理、

情報活用などは、高等学校の商業において十

分な教育が行われていると見ることができる。 
 
４．高等学校商業と本学秘書科の教育課程の

比較 
 高等学校商業の「ビジネス実務」科目と、

本学秘書科の開講科目の教育内容の関連性を

本学秘書科のシラバスの内容をもとにして整

理した結果、「ビジネス実務」科目の「（１）

オフィス実務」と「（３）ビジネス英語」の

２つについては秘書科の多くの科目との関連

が見られた。このことから、「ビジネス実務」

科目の教育内容は秘書科の教育とかなりの部

分で合致しているといえる。 
 また、商業の他の科目についても本学秘書

科の開講科目との関連を調べ整理した。その

結果をまとめたものが学習指導要領（商業）

と本学秘書科開講科目の関連図（図２）であ

る。図２では本学秘書科の開講科目は左に近

いほど関連性が強い科目であることを示して

いる。 
 図２より、「ビジネス基礎」科目、「ビジ

ネス実務」科目、「情報処理」科目の３科目

の内容の項目と本学秘書科開講科目に関連が

あり、本学秘書科の必修科目がこの分野に含

まれていることを見いだすことができる。そ

して、本学秘書科のほとんどの開講科目が図

２の関連図の枠内に含まれており、商業の科

目との関係が強いことが分かる。加えて、本

学秘書科の教育内容と商業の教育内容がよく

似ており、秘書科が行っている授業内容と商

業の「ビジネス基礎」科目、「ビジネス実務」

科目とは特に深い結びつきがあることが明ら

かである。 
 

５．まとめ 
 これらの比較検討の結果、本学秘書科の教

育内容とビジネス実務のモデル・コアカリキ

ュラムの関係が次のように推測される。本学

秘書科の教育内容は、ビジネス実務のモデ

ル・コアカリキュラムの５つの能力分野すべ

てに関係しているが、特に「⑤ビジネス・フ

ァンダメンタルズ」に重きが置かれており、

今後は他の「①業務遂行力」、「②チームで

働く力」、「③顧客対応力」、「④ビジネス

マインド」の４つの能力分野の教育を充実さ

せることが必要であると思われる。 
 また、秘書科の授業と高等学校商業の「ビ

ジネス基礎」科目、「ビジネス実務」科目の

結びつきが強いことから、この２科目を視野

に入れた教育課程編成が今後の課題と考えら

れる。 
 以上のことから高等教育機関において、商

業でビジネス教育を受けた生徒の能力を伸ば

すためには、高等学校商業でのビジネス教育

の内容と学習評価を詳しく把握する必要があ

る。その上で、ビジネス社会が重視している

ビジネス実務能力であるモデル・コアカリキ

ュラムの、業務遂行力、チームで働く力、顧

客対応力、ビジネスマインドの４つの能力の

教育に重点を置き、ビジネス・ファンダメン

タルズについてもより高度な教育を行ってい

くことが求められる。換言すると、高等教育

機関ではビジネス実務のモデル・コアカリキ

ュラムの視点に立って高等学校との教育課程

や教育内容でのお互いの連携を図ることが必

要であり、基礎から応用、実践に至る効果的

な教育課程を構築することが重要な課題であ

るといえる。 
 今後は、ビジネス実務教育の研究を推進す

るとともに、2013 年の新学習指導要領の本格

実施に向けて商業高校との高大連携を行い、

より一層の教育の充実を図っていきたい。 
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【図1】  学習指導要領（商業）とビジネス実務のモデル・コアカリキュラムの関連図
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【図 2】　学 習 指 導 要 領 （商 業 ）と本 学 秘 書 科 開 講 科 目 の 関 連 図
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